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平成26年2月28日 

各位 

会社名 株式会社大和証券グループ本社 

代表者名   執行役社長 日比野 隆司 

 （コード番号 8601 東証・名証（第1部）） 
 
 
 
 

平成 25年 12月末連結自己資本規制比率に関するお知らせ 

（経営の健全性の状況） 
 

 

金融商品取引法第57条の17の規定に基づく大和証券グループ本社の経営の健全性の状況 

（平成25年12月末）について下記のとおりお知らせいたします。 
   

 
 

記 
 

 
(単位 百万円) 

 平成25年12月末 

1. 連結総自己資本規制比率 21.9 ％ 

2. 連結Ｔier1比率 20.7 ％ 

3. 連結普通株式等Tier1比率 20.4 ％ 

4. 連結における総自己資本の額 1,113,781 

5. 連結におけるＴier1資本の額 1,052,979 

6. 連結における普通株式等Ｔier1資本の額 1,033,563 

7. 連結総所要自己資本額 405,154 
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8.  自己資本の構成に関する開示事項 

 

経過措置に

よる不算入額

普通株式等Ｔｉｅｒ1資本に係る基礎項目 　

普通株式に係る株主資本の額 955,306       

うち、資本金及び資本剰余金の額 478,118       

うち、利益剰余金の額 495,191       

うち、自己株式の額 （△） 18,003         

うち、社外流出予定額（△） -                

うち、上記以外に該当するものの額 -                

普通株式に係る新株予約権の額 6,800          

-                105,087     

-                

少数株主持分の額 71,456         

（イ） 1,033,563     

普通株式等Tier1資本に係る調整項目　

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む。）の額 -                12,718      

-                68,368      
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 -                5,000

繰延ヘッジ損益の額 -                △27

適格引当金不足額 -                -              

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 -                -              

-                -              

前払年金費用の額 -                -              

-                210          

-                -              

-                29,849      

特定項目に係る十パーセント基準超過額 -                -              

-                -              

-                -              

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 -                -              

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 -                -              

-                -              

-                -              

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 -                -              

その他Ｔｉｅｒ１資本不足額 -                

普通株式等Ｔｉｅｒ1資本に係る調整項目の額   (ロ) -                

普通株式等Ｔｉｅｒ１資本

普通株式等Ｔier１資本の額　((イ) - (ロ)) (ハ) 1,033,563     

81,086      
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国際様式の

該当番号

71,456         

-                

項目

その他の包括利益累計額及びその他公表準備金の額

普通株式等Ｔｉｅｒ1資本に係る調整後少数株主持分の額

1a

26

1b

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額

自己保有普通株式（純資産の部に計上されるものを除く。）の額

意図的に保有している他の金融機関等の普通株式の額

少数出資金融機関等の普通株式の額

経過措置により普通株式等Tier1資本に係る基礎項目の額に算入されるものの額の
合計額

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外のものの額

うち、その他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普通株式に該当する
ものに関連するものの額

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものに限る。）に
関連するものの額

うち、その他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普通株式に該当する
ものに関連するものの額

うち、無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものに限る。）に
関連するものの額

普通株式等Tier1資本に係る基礎項目の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 
  

 

(単位 百万円, ％) 

(単位 百万円, ％,) 
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経過措置に

よる不算入額

その他Ｔier1資本に係る基礎項目　

その他Ｔier1資本調達手段に係る株主資本の額 -                31a
その他Ｔier1資本調達手段に係る新株予約権の額 -                31b

その他Ｔier1資本調達手段に係る負債の額 -                32

-                

11,898         

-                

-                

-                

20,235
少数株主持分等の額 -                

外国為替換算調整 20,235

その他Ｔier1資本に係る基礎項目の額　　　　 (ニ) 32,134
その他Ｔier1資本に係る調整項目

自己保有その他Ｔｉｅｒ１資本調達手段の額 -                -              

-                -              

-                4,496        

-                1              

12,718         
のれん 12,718         

Ｔｉｅｒ2資本不足額 -                

その他Ｔier1資本に係る調整項目の額　　　 (ホ) 12,718         

その他Ｔier1資本

その他Tier1資本の額  ((ニ) - (ホ))       (ヘ) 19,416         

Tier1資本

Tier1資本の額  ((ハ) +  (ヘ))       (ト) 1,052,979     

Tier2資本に係る基礎項目　

Ｔier2資本調達手段に係る株主資本の額 -                

Ｔier2資本調達手段に係る新株予約権の額 -                
Ｔier2資本調達手段に係る負債の額 -                

-                
Ｔier2資本に係る調整後少数株主持分等の額 2,799          

-                -            

-                -            

-                -            
-                

うち、一般貸倒引当金Tier2算入額 -                

うち、適格引当金Tier2算入額 -                

58,001         

資本調達手段に係る額 -                

その他有価証券評価差額金及び繰延ヘッジ損益 58,001         

Ｔｉｅｒ2資本に係る基礎項目の額　　　　　 (チ) 60,801         
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47+49
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国際様式の

該当番号

30

33+35

33

35

36

34-35

37

38

その他Ｔier1資本に係る調整後少数株主持分等の額

特別目的会社等の発行するその他Ｔier1資本調達手段の額

項目

適格旧Ｔｉｅｒ1資本調達手段の額のうちその他Tier1資本に係る基礎項目の額に含ま
れる額

少数出資金融機関等のその他Tier1資本調達手段の額

その他金融機関等のその他Tier1資本調達手段の額

特別目的会社等の発行するＴier2資本調達手段の額

一般貸倒引当金Ｔier2算入額及び適格引当金Tier2算入額の合計額

経過措置によりＴier2資本に係る基礎項目の額に算入されるものの額の合計額

うち、最終指定親会社及び最終指定親会社の特別目的会社等の発行する資
本調達手段の額

うち、最終指定親会社の連結子法人等（最終指定親会社の特別目的会社等
を除く。）の発行する資本調達手段の額

経過措置によりその他Ｔier1資本に係る基礎項目の額に算入されるものの額の合計
額

経過措置によりその他Ｔier1資本に係る調整項目の額に算入されるものの額の合計
額

うち、最終指定親会社及び最終指定親会社の特別目的会社等の発行する資
本調達手段の額
うち、最終指定親会社の連結子法人等（最終指定親会社の特別目的会社等
を除く。）の発行する資本調達手段の額

適格旧Ｔｉｅｒ2資本調達手段の額のうちTier2資本に係る基礎項目の額に含まれる額

意図的に保有している他の金融機関等のその他Ｔier１資本調達手段の額

 

 

 

 
(単位 百万円, ％,) 
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経過措置に

よる不算入額

Tier2資本に係る調整項目

自己保有Ｔier2資本調達手段の額 -                -              

-                -              

-                25,007      

-                -              

-                

その他金融機関等のその他Tier1資本調達手段の額 -                

Ｔier2資本に係る調整項目の額 　　　 (リ) -                

Ｔier2資本

Ｔier2資本の額　((チ) - (リ))        (ヌ) 60,801         

総自己資本

総自己資本合計 ((ト)＋(ヌ))    (ル) 1,113,780     

リスク・アセット　

132,724         

少数出資金融機関等の資本調達手段 59,354           

無形固定資産（のれんを除く。） 68,368           

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。） 5,000            

リスク・アセットの額の合計額　　　　　 (ヲ) 5,064,431     

連結自己資本規制比率

　連結普通株式等Ｔier1比率　((ハ) / (ヲ)) 20.4%
　連結Ｔier1比率　　((ト) / (ヲ)) 20.7%
　連結総自己資本規制比率　((ル) / (ヲ)) 21.9%
調整項目に係る参考事項　

98,092           

45,898           

-                  

5,289            

Ｔier2資本に係る基礎項目の額に算入される引当金に関する事項　

一般貸倒引当金の額 -                  

一般貸倒引当金に係るTier2資本算入上限額 -                  

-                  

適格引当金に係るＴier2資本算入上限額 -                  

資本調達手段に係る経過措置に関する事項　　

適格旧Tier1資本調達手段に係る算入上限額 -                  

-                  

適格旧Tier2資本調達手段に係る算入上限額 -                  

-                  

国際様式の

該当番号

少数出資金融機関等のTier2資本調達手段の額

項目

経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額の合計額

少数出資金融機関等の対象資本調達手段に係る調整項目不算入額

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものに限る。）に係る調整項
目不算入額

その他金融機関等のTier2資本調達手段の額

意図的に保有している他の金融機関等のＴier2資本調達手段の額

繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に係る調整項目不算入額

内部格付手法採用最終指定親会社において、適格引当金の合計額から事業法人
等向けエクスポージャー及びリテール向けエクスポージャーの期待損失額の合計額
を控除した額（当該額が零を下回る場合にあっては、零とする。）

適格旧Tier1資本調達手段の額から適格旧Tier1資本調達手段に係る算入上限額
を控除した額（当該額が零を下回る場合にあっては、零とする。）

適格旧Tier2資本調達手段の額から適格旧Tier2資本調達手段に係る算入上限額
を控除した額（当該額が零を下回る場合にあっては、零とする。）
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経過措置によりＴier2資本に係る調整項目の額に算入されるものの額の合計額
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61
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その他金融機関等に係る対象資本調達手段のうち普通株式に係る調整項目不算
入額

 

 

 

 

 

 
9.  連結自己資本規制比率告示第３条の規定に従い連結財務諸表を作成したと仮定した場合におけ
る連結貸借対照表の各科目の額及びこれらの科目が前項に定める自己資本の構成に関する開
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示項目のいずれに相当するかについての説明 
 
 

会計上の
連結貸借対照表

告示第３条の規定に基づく
連結貸借対照表

自己資本の構成に関
する開示の参照番号

流動資産

　現金・預金 1,515,294 1,515,294

　預託金 281,449 281,449

　受取手形及び売掛金 14,320 14,320

　有価証券 2,548,476 2,548,47618, 39, 54, 72, 73

　トレーディング商品 8,708,355 8,708,355
16, 18, 39, 54,
72, 73

　営業投資有価証券 146,507 146,50718, 39, 54, 72, 73

　投資損失引当金 △ 35,237 △ 35,237

　営業貸付金 199,000 199,000

　仕掛品 1,257 1,257

　信用取引資産 234,308 234,308

　有価証券担保貸付金 6,183,307 6,183,307

　立替金 20,325 20,325

　短期貸付金 1,254 1,254

　未収収益 34,270 34,270

　繰延税金資産 6,722 6,722 10, 75

　その他の流動資産 321,706 321,706

　貸倒引当金 △ 322 △ 322

　流動資産計 20,180,998 20,180,998

固定資産

　有形固定資産 433,813 433,813

　無形固定資産 81,086 81,086

　　　のれん 12,718 12,718 8

　　　のれん以外 68,368 68,368 9

　投資その他の資産 251,462 251,462

       投資有価証券 214,075 214,07518, 39, 54, 72, 73

　　　繰延税金資産 3,568 3,568 10, 75

　　　上記以外 33,819 33,819

　固定資産計 766,363 766,363

資産合計 20,947,361 20,947,361  

 

 

 

 

(単位 百万円) 

(単位 百万円) 
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会計上の
連結貸借対照表

告示第３条の規定に基づく
連結貸借対照表

自己資本の構成に関
する開示の参照番号

負債の部 

流動負債

　支払手形及び買掛金 5,057 5,057

　トレーディング商品 5,012,752 5,012,752

　約定見返勘定 38,564 38,564

　信用取引負債 48,684 48,684

　有価証券担保借入金 8,081,130 8,081,130

　銀行業における預金 2,345,005 2,345,005

　預り金 276,579 276,579

　受入保証金 348,071 348,071

　短期借入金 862,328 862,328

　コマーシャルペーパー 244,370 244,370

　１年内償還予定の社債 215,791 215,791

　未払法人税等 10,210 10,210

　繰延税金負債 21,513 21,513

　賞与引当金 22,450 22,450

　その他の流動負債 152,741 152,741

固定負債

　社債 1,260,969 1,260,969

　長期借入金 685,639 685,639

　繰延税金負債 18,785 18,785

　退職給付引当金 33,431 33,431

　訴訟損失引当金 1,990 1,990

　負ののれん 4,565 4,565

　その他の固定負債 17,961 17,961

特別法上の準備金 3,197 3,197

負債合計 19,711,793 19,711,793

純資産の部

株主資本

　 資本金　 247,397 247,397 1a

　 資本剰余金 230,720 230,720 1a

　 利益剰余金 495,191 495,191 2

   自己株式 △ 18,011 △ 18,011 1c

株主資本合計 955,306 955,306

その他の包括利益累計額

　その他有価証券評価差額金 86,884 86,884

　繰延ヘッジ損益 △ 2,032 △ 2,032 11

　為替換算調整勘定 20,235 20,235

その他の包括利益累計額 105,087 105,087 3

新株予約権 6,800 6,800 1b

少数株主持分 168,374 168,374 34-35, 48-49

純資産合計 1,235,568 1,235,568  

 

 

10.  自己資本調達手段に関する契約内容の概要 
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1 発行者 大和証券グループ本社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無

3 準拠法 国内法

規制上の取り扱い　

4
平成三十四年三月三十日までの期間における自己資本に係る基礎項目
の額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基礎項目
の額

5
平成三十四年三月三十一日以降における自己資本に係る基礎項目の額
への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基礎項目
の額

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者 大和証券グループ本社

7 銘柄、名称又は種類 普通株式

8 自己資本に係る基礎項目の額に算入された額

連結自己資本規制比率 955,306百万円

9 額面総額 －

10 表示される科目の区分 

連結貸借対照表 株主資本

11 発行日 －

12 償還期限の有無 無

13 その日付 －

14 償還等を可能とする特約の有無 無

15 初回償還可能日及びその償還金額　 －

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額　 －

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要　 －

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別　 変動

18 配当率又は利率　 －

19 配当等停止条項の有無　 無

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無　 完全裁量

21
ステップアップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高める
特約の有無

無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無

24 転換が生じる場合　 －

25 転換の範囲　 －

26 転換の比率　 －

27 転換に係る発行者の裁量の有無　 －

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類 －

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者 －

30 元本の削減に係る特約の有無  無

31 元本の削減が生じる場合  －

32 元本の削減が生じる範囲  －

33 元本回復特約の有無       －

34 　その概要 －

35
残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更につ
いて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後的内
容を有するものの名称又は種類

一般債務

36 非充足資本要件の有無  無

37 非充足資本要件の内容  －  
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1 発行者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無 無

3 準拠法 国内法 国内法

規制上の取り扱い　

4
平成三十四年三月三十日までの期間における自己資本に係る基礎
項目の額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

5
平成三十四年三月三十一日以降における自己資本に係る基礎項目
の額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

7 銘柄、名称又は種類 ２００６年７月発行新株予約権 第３回新株予約権

8 自己資本に係る基礎項目の額に算入された額

連結自己資本規制比率 293百万円 1,190百万円

9 額面総額 － －

10表示される科目の区分 

連結貸借対照表 新株予約権 新株予約権

11発行日 2006年7月1日 2006年9月4日

12償還期限の有無 有 有

13 その日付 2026年6月30日 2016年6月23日

14償還等を可能とする特約の有無 無 無

15 初回償還可能日及びその償還金額　 － －

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額　 － －

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要　 － －

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別　 変動 変動

18 配当率又は利率　 － －

19 配当等停止条項の有無　 無 無

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無　 完全裁量 完全裁量

21
ステップアップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高
める特約の有無

無 無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 無

23他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 無

24 転換が生じる場合　 － －

25 転換の範囲　 － －

26 転換の比率　 － －

27 転換に係る発行者の裁量の有無　 － －

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類 － －

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者 － －

30元本の削減に係る特約の有無  無 無

31 元本の削減が生じる場合  － －

32 元本の削減が生じる範囲  － －

33 元本回復特約の有無       － －

34 　その概要 － －

35
残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更
について優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も
劣後的内容を有するものの名称又は種類

一般債務 一般債務

36 非充足資本要件の有無  無 無

37 非充足資本要件の内容  － －  
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1 発行者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無 無

3 準拠法 国内法 国内法

規制上の取り扱い　

4
平成三十四年三月三十日までの期間における自己資本に係る基礎
項目の額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

5
平成三十四年三月三十一日以降における自己資本に係る基礎項目
の額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

7 銘柄、名称又は種類 2007年７月発行新株予約権 第４回新株予約権

8 自己資本に係る基礎項目の額に算入された額

連結自己資本規制比率 317百万円 832百万円

9 額面総額 － －

10表示される科目の区分 

連結貸借対照表 新株予約権 新株予約権

11発行日 2007年7月1日 2007年9月3日

12償還期限の有無 有 有

13 その日付 2027年6月30日 2017年6月22日

14償還等を可能とする特約の有無 無 無

15 初回償還可能日及びその償還金額　 － －

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額　 － －

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要　 － －

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別　 変動 変動

18 配当率又は利率　 － －

19 配当等停止条項の有無　 無 無

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無　 完全裁量 完全裁量

21
ステップアップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高
める特約の有無

無 無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 無

23他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 無

24 転換が生じる場合　 － －

25 転換の範囲　 － －

26 転換の比率　 － －

27 転換に係る発行者の裁量の有無　 － －

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類 － －

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者 － －

30元本の削減に係る特約の有無  無 無

31 元本の削減が生じる場合  － －

32 元本の削減が生じる範囲  － －

33 元本回復特約の有無       － －

34 　その概要 － －

35
残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更
について優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も
劣後的内容を有するものの名称又は種類

一般債務 一般債務

36 非充足資本要件の有無  無 無

37 非充足資本要件の内容  － －  
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1 発行者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無 無

3 準拠法 国内法 国内法

規制上の取り扱い　

4
平成三十四年三月三十日までの期間における自己資本に係る基礎
項目の額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

5
平成三十四年三月三十一日以降における自己資本に係る基礎項目
の額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

7 銘柄、名称又は種類 2008年7月発行新株予約権 第5回新株予約権

8 自己資本に係る基礎項目の額に算入された額

連結自己資本規制比率 292百万円 706百万円

9 額面総額 － －

10表示される科目の区分 

連結貸借対照表 新株予約権 新株予約権

11発行日 2008年7月1日 2008年9月8日

12償還期限の有無 有 有

13 その日付 2028年6月30日 2018年6月20日

14償還等を可能とする特約の有無 無 無

15 初回償還可能日及びその償還金額　 － －

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額　 － －

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要　 － －

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別　 変動 変動

18 配当率又は利率　 － －

19 配当等停止条項の有無　 無 無

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無　 完全裁量 完全裁量

21
ステップアップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高
める特約の有無

無 無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 無

23他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 無

24 転換が生じる場合　 － －

25 転換の範囲　 － －

26 転換の比率　 － －

27 転換に係る発行者の裁量の有無　 － －

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類 － －

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者 － －

30元本の削減に係る特約の有無  無 無

31 元本の削減が生じる場合  － －

32 元本の削減が生じる範囲  － －

33 元本回復特約の有無       － －

34 　その概要 － －

35
残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更
について優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も
劣後的内容を有するものの名称又は種類

一般債務 一般債務

36 非充足資本要件の有無  無 無

37 非充足資本要件の内容  － －  
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1 発行者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無 無

3 準拠法 国内法 国内法

規制上の取り扱い　

4
平成三十四年三月三十日までの期間における自己資本に係る基礎
項目の額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

5
平成三十四年三月三十一日以降における自己資本に係る基礎項目
の額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

7 銘柄、名称又は種類 2009年7月発行新株予約権 第6回新株予約権

8 自己資本に係る基礎項目の額に算入された額

連結自己資本規制比率 353百万円 600百万円

9 額面総額 － －

10表示される科目の区分 

連結貸借対照表 新株予約権 新株予約権

11発行日 2009年7月1日 2009年11月9日

12償還期限の有無 有 有

13 その日付 2029年6月30日 2019年6月19日

14償還等を可能とする特約の有無 無 無

15 初回償還可能日及びその償還金額　 － －

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額　 － －

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要　 － －

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別　 変動 変動

18 配当率又は利率　 － －

19 配当等停止条項の有無　 無 無

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無　 完全裁量 完全裁量

21
ステップアップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高
める特約の有無

無 無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 無

23他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 無

24 転換が生じる場合　 － －

25 転換の範囲　 － －

26 転換の比率　 － －

27 転換に係る発行者の裁量の有無　 － －

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類 － －

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者 － －

30元本の削減に係る特約の有無  無 無

31 元本の削減が生じる場合  － －

32 元本の削減が生じる範囲  － －

33 元本回復特約の有無       － －

34 　その概要 － －

35
残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更
について優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も
劣後的内容を有するものの名称又は種類

一般債務 一般債務

36 非充足資本要件の有無  無 無

37 非充足資本要件の内容  － －  
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1 発行者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無 無

3 準拠法 国内法 国内法

規制上の取り扱い　

4
平成三十四年三月三十日までの期間における自己資本に係る基礎
項目の額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

5
平成三十四年三月三十一日以降における自己資本に係る基礎項目
の額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

7 銘柄、名称又は種類 2010年7月発行新株予約権 第7回新株予約権

8 自己資本に係る基礎項目の額に算入された額

連結自己資本規制比率 382百万円 424百万円

9 額面総額 － －

10表示される科目の区分 

連結貸借対照表 新株予約権 新株予約権

11発行日 2010年7月1日 2010年9月1日

12償還期限の有無 有 有

13 その日付 2030年6月30日 2020年6月25日

14償還等を可能とする特約の有無 無 無

15 初回償還可能日及びその償還金額　 － －

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額　 － －

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要　 － －

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別　 変動 変動

18 配当率又は利率　 － －

19 配当等停止条項の有無　 無 無

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無　 完全裁量 完全裁量

21
ステップアップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高
める特約の有無

無 無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 無

23他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 無

24 転換が生じる場合　 － －

25 転換の範囲　 － －

26 転換の比率　 － －

27 転換に係る発行者の裁量の有無　 － －

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類 － －

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者 － －

30元本の削減に係る特約の有無  無 無

31 元本の削減が生じる場合  － －

32 元本の削減が生じる範囲  － －

33 元本回復特約の有無       － －

34 　その概要 － －

35
残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更
について優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も
劣後的内容を有するものの名称又は種類

一般債務 一般債務

36 非充足資本要件の有無  無 無

37 非充足資本要件の内容  － －  
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1 発行者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無 無

3 準拠法 国内法 国内法

規制上の取り扱い　

4
平成三十四年三月三十日までの期間における自己資本に係る基礎
項目の額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

5
平成三十四年三月三十一日以降における自己資本に係る基礎項目
の額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

7 銘柄、名称又は種類 2011年7月発行新株予約権 第8回新株予約権

8 自己資本に係る基礎項目の額に算入された額

連結自己資本規制比率 431百万円 252百万円

9 額面総額 － －

10表示される科目の区分 

連結貸借対照表 新株予約権 新株予約権

11発行日 2011年7月1日 2011年9月5日

12償還期限の有無 有 有

13 その日付 2031年6月30日 2021年6月24日

14償還等を可能とする特約の有無 無 無

15 初回償還可能日及びその償還金額　 － －

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額　 － －

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要　 － －

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別　 変動 変動

18 配当率又は利率　 － －

19 配当等停止条項の有無　 無 無

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無　 完全裁量 完全裁量

21
ステップアップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高
める特約の有無

無 無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 無

23他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 無

24 転換が生じる場合　 － －

25 転換の範囲　 － －

26 転換の比率　 － －

27 転換に係る発行者の裁量の有無　 － －

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類 － －

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者 － －

30元本の削減に係る特約の有無  無 無

31 元本の削減が生じる場合  － －

32 元本の削減が生じる範囲  － －

33 元本回復特約の有無       － －

34 　その概要 － －

35
残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更
について優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も
劣後的内容を有するものの名称又は種類

一般債務 一般債務

36 非充足資本要件の有無  無 無

37 非充足資本要件の内容  － －  
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1 発行者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無 無

3 準拠法 国内法 国内法

規制上の取り扱い　

4
平成三十四年三月三十日までの期間における自己資本に係る基礎
項目の額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

5
平成三十四年三月三十一日以降における自己資本に係る基礎項目
の額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

普通株式等Tier1資本に係る
基礎項目の額

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者 大和証券グループ本社 大和証券グループ本社

7 銘柄、名称又は種類 2013年2月発行新株予約権 第9回新株予約権

8 自己資本に係る基礎項目の額に算入された額

連結自己資本規制比率 472百万円 254百万円

9 額面総額 － －

10表示される科目の区分 

連結貸借対照表 新株予約権 新株予約権

11発行日 2013年2月12日 2013年2月12日

12償還期限の有無 有 有

13 その日付 2032年6月30日 2022年6月26日

14償還等を可能とする特約の有無 無 無

15 初回償還可能日及びその償還金額　 － －

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額　 － －

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要　 － －

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別　 変動 変動

18 配当率又は利率　 － －

19 配当等停止条項の有無　 無 無

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無　 完全裁量 完全裁量

21
ステップアップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高
める特約の有無

無 無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無 無

23他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無 無

24 転換が生じる場合　 － －

25 転換の範囲　 － －

26 転換の比率　 － －

27 転換に係る発行者の裁量の有無　 － －

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類 － －

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者 － －

30元本の削減に係る特約の有無  無 無

31 元本の削減が生じる場合  － －

32 元本の削減が生じる範囲  － －

33 元本回復特約の有無       － －

34 　その概要 － －

35
残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更
について優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も
劣後的内容を有するものの名称又は種類

一般債務 一般債務

36 非充足資本要件の有無  無 無

37 非充足資本要件の内容  － －  
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1 発行者 大和証券オフィス投資法人

2 識別のために付された番号、記号その他の符号 無

3 準拠法 国内法

規制上の取り扱い　

4
平成三十四年三月三十日までの期間における自己資本に係る基礎項目
の額への算入に係る取扱い

普通株式等Tier1資本に係る基礎項目の額
その他Tier1資本に係る基礎項目の額、
Tier2資本に係る基礎項目の額

5
平成三十四年三月三十一日以降における自己資本に係る基礎項目の額
への算入に係る取扱い

その他Tier1資本に係る基礎項目の額、
Tier2資本に係る基礎項目の額

6 連結自己資本規制比率の算出において自己資本に算入する者 大和証券グループ本社

7 銘柄、名称又は種類 投資口

8 自己資本に係る基礎項目の額に算入された額

連結自己資本規制比率 86,155百万円

9 額面総額 －

10 表示される科目の区分 

連結貸借対照表 少数株主持分

11 発行日 －

12 償還期限の有無 無

13 その日付 －

14 償還等を可能とする特約の有無 無

15 初回償還可能日及びその償還金額　 －

特別早期償還特約の対象となる事由及びその償還金額　 －

16 任意償還可能日のうち初回償還可能日以外のものに関する概要　 －

剰余金の配当又は利息の支払

17 配当率又は利率の種別　 変動

18 配当率又は利率　 －

19 配当等停止条項の有無　 無

20 剰余金の配当又は利息の支払の停止に係る発行者の裁量の有無　 完全裁量

21
ステップアップ金利等に係る特約その他の償還等を行う蓋然性を高める
特約の有無

無

22 未配当の剰余金又は未払の利息に係る累積の有無 無

23 他の種類の資本調達手段への転換に係る特約の有無 無

24 転換が生じる場合　 －

25 転換の範囲　 －

26 転換の比率　 －

27 転換に係る発行者の裁量の有無　 －

28 転換に際して交付される資本調達手段の種類 －

29 転換に際して交付される資本調達手段の発行者 －

30 元本の削減に係る特約の有無  無

31 元本の削減が生じる場合  －

32 元本の削減が生じる範囲  －

33 元本回復特約の有無       －

34 　その概要 －

35
残余財産の分配又は倒産手続きにおける債務の弁済若しくは変更につ
いて優先的内容を有する他の種類の資本調達手段のうち、最も劣後的内
容を有するものの名称又は種類

一般債務

36 非充足資本要件の有無  無

37 非充足資本要件の内容  －  

11. 自己資本調達手段に関する契約内容の詳細 

  当社グループにおける自己資本調達手段は全て普通株式等のため契約内容の概要と同様の内容です。 

 
＜お問い合わせ先＞ 株式会社大和証券グループ本社 広報部 瀬戸、見澤、加藤、福山、木下 

Tel:03-5555-1165                                                      以上 


